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全病理発第 19001 号
平成 31 年４月１日

役　員　　各　位
代議員　　各　位

　　公益社団法人　全国病院理学療法協会
会　長　　　平　野　五十男

　　

第 60 回　定時代議員総会開催通知

　このことについて、下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知いたし
ます。

記

　１．日　　　時　　2019 年 5 月 24 日（金）11 時開会

　２．会　　　場　　諫早観光ホテル　道具屋

　３．議　　　題

　　　第１号議案　　平成 30 年度　事業報告　

　　　第２号議案　　平成 30 年度　収支決算報告及び監査報告　

　　　第３号議案　　表彰に関する承認

　　　第４号議案　　第 69 回　日本理学療法学会　学会長・準備委員長の承認　

　　　第５号議案　　第 70 回　日本理学療法学会　開催地の決定　

　　　第６号議案　　役員改選管理委員の選任

　４．報告事項　　　　　　　

　　　１．平成 31 年度　基本姿勢及び事業計画

　　　２．平成 31 年度　予算書
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第 60 回　定時代議員総会議案書の作成及び送付について

　議案書の作成については、各支部・地方会から提出された提言や要望

等を理事会において審議し、その結果を議案書に取り入れました。

　なお、理事会の審議結果の要旨については、この議案書の中に掲載し

ております。

報 告
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第１号議案　平成 30 年度　事業報告

１．事務局
　１）会議の開催
　　⑴代議員総会　1 回
　　⑵代議員総会報告会　1 回
　　⑶理事会　3 回
　　⑷臨時理事会　1 回
　　⑸地方会代表者会議　1 回
　　⑹東洋療法研修試験財団評議員会・生涯
　　　研修検討委員会・作業部会への参画
　　⑺あはき等法推進協議会への参画
　２）事務処理及び管理
　　⑴葵税理士法人との決算処理作業
　　⑵法人業務及び会計に係る報告書の提出
　　⑶関係官庁・学会等に関する各種要望書
　　　の提出及び要望活動の実施
　　⑷各支部の平成 30 年度事業報告、決算
　　　報告等の整理、管理
　　⑸諸会議に係る企画立案と文書作成
　　⑹大崎駅西口前再開発に伴うマンション
　　　管理会議への参加
　　⑺各種証書作成業務
　３）情報通信の管理
　　⑴協会ホームページの管理業務
　　⑵メールの送受信管理業務
　　⑶会員管理クラウドシステムの管理業務
　
２．組織局
　１）平成 30 年度　役員名簿作成
　２）入退会及び会員登録事項変更に関する
　　　会員名簿の管理
　３）マッサージ師、及び柔道整復師養成校
　　　への就職状況実態調査の実施と分析
　４）関連団体への情報提供及び情報収集
　５）各地方会、支部の組織活動の概況把握
　　　及び、組織拡充に関する意見集約
　６）あはき、柔整師養成校等へ入会案内な
　　　らびに協会レリーフの送付

３．保険局
　１）平成 30 年度　診療報酬・介護報酬改
　　　定の情報収集と広報への掲載
　２）診療報酬及び介護報酬改定における、
　　　詳細問い合わせへの対応
　３）技能認定登録者の治療効果（エビデン
　　　ス）集積に係る業務
　４）技能認定登録者の治療効果を厚生労働
　　　省へ提示、要望活動の実施
　５）技能認定登録者が実施するリハビリ
　　　テーション等の治療効果

４．学術局
　１）全　般
　　⑴第 67 回　日本理学療法学会　5 月 26
　　　日・27 日　ウェスタ川越
　　⑵第 68 回　日本理学療法学会準備委員と
　　　の打ち合わせ　5月26日　ウェスタ川越
　２）教育部
　　⑴第 41 回　理学療法指導者講習会準備
　　　委員会　6 月 10 日　広島赤十字病院
　　⑵第 41 回　理学療法指導者講習会講師へ
　　　の挨拶　打ち合わせ　7月11日　広島
　　　大学病院
　　⑶第41回　理学療法指導者講習会を10月
　　　28 日広島大学病院にて開催し 34 名が
　　　参加
　３）研　究
　　学術研究資料の収集

５．理療出版部
　１）原稿依頼、収集、校正の編集業務
　２）理療発行
　　　Vol 48　No.1（185 号）　1,900 部
　　　Vol 48　No.2（186 号）　1,900 部
　　　Vol 48　No.3（187 号）　1,900 部
　　　Vol 48　No.4（188 号）　1,900 部
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６．財務局
　１）会費納入状況　2 月 28 日現在
　　　（平成 30 年度会費納入状況 P12 参照）
　　⑴会費納入対象者　1,628 名
　　　（納入者 1,435 名・未納者 193 名）
　　⑵過年度会費未納者 28 年度　74 名
   29 年度　97 名
　２）財務業務
　　⑴葵税理士法人との財務作業
　　⑵財務会計クラウドシステムの管理業務
　　⑶平成 30 年度の財務処理は、第 3 四半
　　　期まで終了
　　⑷会費未納者へ督促の実施
　　⑸平成 31 年度の予算編成を実施

７．広報局
　１）広報232号編集委員会　６月 16 日開催
　　　７月 21 日発行
　２）広報233号編集委員会　11 月 18 日開催
　　　12 月 20 日発行
　３）広報234号編集委員会　3 月 2 日開催　
　　　３月 31 日発行
　４）広報 232 号～ 234 号の編集作業
　　⑴編集発行スケジュール立案
　　⑵会議議事録（抄）の作成並びに掲載原
　　　稿の依頼
　　⑶編集委員との校正作業の連絡調整
　　⑷大圏社担当者との校正・発行作業の連
　　　絡調整
　　⑸デイジー横浜との打ち合わせ
　　⑹協会ホームページへの掲載

８．特殊出版部
　１）理療「音声対応 CD」№ 185 号　72 部
　　　理療「音声対応 CD」№ 186 号　73 部

　　　理療「音声対応 CD」№ 187 号　73 部
　　　理療「音声対応 CD」№ 188 号　73 部
　２）理療「デイジー図書」№ 185 号
　　　理療「デイジー図書」№ 186 号
　　　理療「デイジー図書」№ 187 号
　　　理療「デイジー図書」№ 188 号
　３）広報「CD 版」 № 232 号 43 部
　　　広報「CD 版」 № 233 号 43 部
　　　広報「CD 版」 № 234 号 43 部発行予定
　４）広報「デイジー」№ 232 号　35 部
　　　広報「デイジー」№ 233 号　35 部
　　　広報「デイジー」№ 234 号　35 部

８．運動療法機能訓練技能講習会委員会
　１）神奈川県支部、近畿会の 2 会場で平成
　　　30 年 7 月から開催
　２）運動療法機能訓練技能講習会に係る第
　　　26 回認定試験問題作成及び発送
　３）神奈川県支部、近畿会の２会場で、２月
　　　10日（日）に第 26 回認定試験を実施
　４）運動療法機能訓練技能講習会に係る第
　　　26回認定試験合否判定会議を、2月16日
　　　（土）協会事務所で実施
　５）第26回認定試験合格者を、開催地及び
　　　受講者支部に報告（２月20日発送）

９．技能認定登録制度委員会
　　技能認定登録及び技能認定登録更新 ( 再
　発行を含む ) 等の遂行
　　　
10．表彰選考委員会
　１）地方学会 ( 記念学会 ) における協会長
　　　表彰の推薦受理と受賞者の決定
　２）叙勲・褒章受章者の推薦と関係官庁と
　　　の折衝を実施
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第２号議案　平成 30 年度　収支決算報告及び監査報告

　決算報告書は、４月 29 日に予定されている「年度末監査」終了後、理事の承認を得たうえで、

代議員と各支部に送付します。

第３号議案  表彰に関する承認

　１）栄誉賞　三宅　健一郎　氏（平成 30 年春の藍綬褒章）
　２）学会長・準備委員長表彰　
　　　　第 67 回　日本理学療法学会 　学　会　長　　三浦　政則　氏
     　準備委員長　　山下　勇司　氏
　３）組織拡大貢献支部表彰　選考中
　４）学術奨励賞　　　　　　選考中
　５）特別感謝状 

第４号議案　第 69 回　日本理学療法学会　学会長・準備委員長の承認

　　　学　会　長　　加藤　尚浩　氏
　　　準備委員長　　近藤　隆信　氏　

第５号議案　第 70 回日本理学療法学会　開催地の決定

　　　北海道地方会

第６号議案　役員改選管理委員の選任

　　　坂田　　武（北海道・東北・関東甲信越）
　　　津田　佳史（北陸・中部・近畿）

　　　武智　健二（中国・四国・九州） 
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　会員数の減少と高齢化が進む本協会にとっ
て、厳しい運営が続いているなか、組織を充
実し、基盤の強化を図ることが急務である。
　第 59 回定時代議員総会で決定された事業
の推進状況と、各地方会及び支部から寄せら
れた意見、要望を踏まえ、理事会において審
議し、平成 31 年度基本姿勢を作成するもの
である。

基本姿勢　
１．学識・技術の向上
　　理学療法従事者の学識、技術を向上させ
　る目的で、日本理学療法学会及び運動療法
　機能訓練技能講習会並びに、理学療法指導
　者講習会等を主催するとともに、学術誌の
　発行、技能認定登録制度に伴う単位取得講
　習会の充実、併せて研究活動の指導を推進
　する。

２．診療報酬制度における取り組み
　　技能認定登録者が実施するリハビリテー
　ション等のエビデンス集積と、消炎鎮痛処
　置から手技療法を独立させること及び、職
　場における会員の実態について把握し、厚
　生労働省等へ要望活動を推進する。また、
　技能認定登録を行っているはり師・きゅう
　師を、疾患別リハヒ ? リテーションの施設
　基準における算定要員として組み入れられ
　るよう運動を継続する。

３．介護報酬制度における取り組み
　　技能認定登録者が実施するリハビリテー
　ション及び個別機能訓練等のエビデンスの
　集積と、職場における会員の実態について
　把握し、厚生労働省へ要望を行う。

４．技能認定登録制度の推進
　　平成 15 年度に発足したこの制度は、厚
　生労働省及び関連医学会等において一定の
　評価をいただき、平成 18 年度の診療報酬
　改定並びに、平成 21 年の介護報酬改定で、

平成 31 年度　基本姿勢及び事業計画

　「運動療法機能訓練技能講習会を受講する
　とともに、定期的に適切な研修を修了して
　いるあん摩マッサージ指圧師等」として、
　算定要員として位置付けられている。
　　今後、講習会等の更なる充実を図り、技
　能認定登録者がリハビリテーション及び機
　能訓練等の領域において容認され、その役
　割を確立できるよう努力する。

５．医療機関及び介護保険施設、福祉施設等
　　で理学療法業務に従事するあん摩マッサー
　　ジ指圧師、柔道整復師等の医療法上の位
　　置付け
　　　病院等で理学療法、運動療法、機能訓
　　練に従事しているあん摩マッサージ指圧
　　師及び柔道整復師等について、医療法に
　　基づく「医療従事者」として位置付けら
　　れるよう、活動を推進する。

６．組織強化
　　　公益社団法人としての事業を推進する
　　ため、組織の充実と財政基盤の強化を図る。
　　　組織の拡充については、マッサージ師、
　　及び柔道整復師の養成校に対し、卒業生
　　の本協会への入会を呼びかけるほか、介
　　護保険分野のリハビリテーション及び機
　　能訓練従事者に対しても、積極的に本会
　　への入会を勧める。

事業計画
１．事務局
　　　業務運営の要として、主要会議、各部
　　門の連絡調整、文書処理等を通じて協会
　　事業推進に側面から支援する。
　　１）協会の主要会議の在り方等について、
　　　　常に検討し、効率化を図る
　　２）各種会議の企画、準備、開催に係る
　　　　業務
　　３）文書の作成と発出及び収受、保管、
　　　　管理
　　４）公益社団法人に係る業務
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　　５）協会ホームページの管理業務
　　　　今年度より、株式会社ウェンドレス
　　　　（大阪府）に業務委託する
　　６）メール配信業務、連絡用メールアド
　　　　レスの管理
　　７）各種証書作成（技能講習会・技能認
　　　　定登録制度等）
　　８）各部局との連絡調整
　　９）関係官庁、学会、その他関連団体と
　　　　の連絡調整
　　10）協会ホームページの充実に係る業務
　　11）大崎駅周辺の大規模開発に伴う初会
　　　　議への参加
　　
２．組織局
　１）名簿の作成
　　⑴平成 30 年度入退会及び会員登録事項
　　　変更に関する会員管理事務処理　　
　　⑵役員名簿作成
　　⑶技能認定登録者更新等情報入力
　　⑷入退会等、会員管理システム情報入力
　　⑸定款による会員資格喪失に関する規
　　　定、及び措置を明確にし、適正な運用
　　　に努める
　２）会員実態調査
　　　医療機関と介護保険施設別勤務者を、
　　　正確に把握するための調査の継続
　３）組織充実
　　⑴地方会、各支部の組織活動の概況把握
　　⑵地方会からの組織充実に関する意見集
　　　約
　　⑶組織拡充には、技能講習会の開催の推
　　　進と介護保険施設における機能訓練指
　　　導員の取込みに関する検討（技能認定
　　　登録者に対する評価の必要性等）
　　⑷算定格差の是正（保険局との連携）とリハ
　　　ビリテーションに従事するマッサー
　　　ジ師・柔道整復師等の将来ビジョンに
　　　ついて適宜提言
　　⑸会員の在籍継続に対し、必要な措置の
　　　検討
３．保険局　
　１） 診療報酬及び介護報酬問い合わせへの

　　　対応
　２）2020 年度診療報酬改定に係る情報収集
　３）技能認定登録者の治療効果（エビデン
　　　ス）集積に係る業務
　　⑴治療効果の集積
　　⑵治療効果を厚生労働省へ提出、要望活
　　　動の実施
　４）2021 年度介護報酬改定に係る情報収集
　
４．学術局
　１）全　般
　　⑴第 68 回日本理学療法学会の主催（長崎
　　　県諫早市）
　　⑵第 69 回日本理学療法学会開催準備委
　　　員会との打ち合わせ（中部地方会及び
　　　愛知県支部）
　　⑶東洋療法研修試験財団関係
　　　①平成 30 年度生涯研修会終了報告書
　　　　の提出
　　　② 2019 年度生涯研修会開催計画書の
　　　　提出
　　⑷学術局関連会議の開催
　２）研究部
　　⑴運動療法機能訓練技能講習会課題学習
　　　レポートの収集と学術奨励賞の選考
　　⑵学術研究資料の収集
　３）教育部
　　⑴第 42 回理学療法指導者講習会の開催
　　　日　程　　2019 年 10 月 20 日（日）
　　　開催地　　石川県　金沢市
　　　テーマ　　高齢者の介護予防のための
　　　　　　　　リハビリテーション
　　　講　師　　新潟医療福祉大学
　　　　　　　　正木 光裕 先生（理学療法士）
　　⑵理学療法指導者講習会規程の検討
　　⑶第42回理学療法指導者講習会DVD作製
　４）理療出版局
　　⑴理療編集業務
　　⑵原稿依頼
　　⑶編集内容
　　　① 189 号　展望・理学療法基礎講座・
　　　　東洋医学基礎講座・特集・生涯学習
　　　　シリーズ・実践講座・臨床基礎講座・
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　　　　特別寄稿
　　　② 190 号　展望・理学療法基礎講座・
　　　　東洋医学基礎講座・特集・生涯学習
　　　　シリーズ・実践講座・臨床基礎講座・
　　　　第 26 回認定試験模範解答解説（午
　　　　前の部）・地方学会特別講演
　　　③ 191 号　展望・理学療法基礎講座・
　　　　東洋医学基礎講座・特集・生涯学習
　　　　シリーズ・実践講座・臨床基礎講座・
　　　　第 26 回認定試験模範解答解説（午
　　　　後の部）・地方学会特別講演
　　　④ 192 号　展望・第 68 回日本理学療
　　　　法学会特集（特別講演、市民公開講
　　　　座、写真集、会員発表、学会印象記）・
　　　　地方学会特別講演・理学療法基礎講
　　　　座・実践講座・東洋医学基礎講座・
　　　　研究と報告

５．財務局
　１）事業活動が滞らないよう、適正に資金
　　　運用を図る
　２）会費納入調査
　３）会費の速やかな納入を促す
　４）未収会費の回収に努める
　５）適正な財務活動のために地方会、支部
　　　の理解と協力を求める
　
６．広報局
　　協会事業並びに各部局及び委員会の活動
　状況について、会員への効率的な情報発信
　と協会組織の周知に努める。
　１）広報発行（年３回）
　　⑴広報 235 号（７月発行予定）
　　⑵広報 236 号（12 月発行予定）
　　⑶広報 237 号（３月発行予定）
　２）編集委員会開催
　　⑴広報発行内容の検討並びに発行スケ
　　　ジュールの作成
　　⑵会議議事録（抄）の作成並びに掲載原稿
　　　の依頼
　　⑶編集、校正、発行に掛かる作業
　３）協会広報並びに協会ホームページの掲
　　　載内容について整理、点検を行う

　　⑴広報とホームページへの掲載内容につ
　　　いて仕分けを検討する
　　⑵広報本体の字数制限を図り、デイジー
　　　制作費の削減に努める

７．特殊出版部
　１）理療「音声対応 CD」の作製と配布
　２）理療「デイジー図書」の作製
　３）広報「CD 版」の作製と配布
　４）広報「デイジー」の作製と配布

８．運動療法機能訓練技能講習会委員会
　１）運動療法機能訓練技能講習会の開催 
　２）視聴覚教材の整備・補完により充実を
　　　図る
　３）課題リポートの審査・統計処理
　４）第 27 回認定試験の実施 2020 年２月
　　　９日（日）
　５）カリキュラム及び開催方法・規程の検討

９．技能認定登録制度委員会
　１）技能認定登録委員会の開催
　２）「単位取得講習会等開催報告書」に係
　　　る審査、及び「支部別申請単位並びに
　　　承認単位数一覧表」の作成と報告
　３）技能認定登録制度に係る「登録申請書
　　　（登録更新証・登録再更新を含む）」の受
　　　理・審査・登録、及び証書・手帳の交付
　４）登録更新（再更新者）リストの作成と支
　　　部への伝達
　５）技能認定登録制度の進展を目的とした
　　　諸種の検討
　６）学会・講習会開催案内の HP 掲載

10．表彰選考委員会
　１）通年時の表彰である学会長及び準備委
　　　員長表彰、組織拡充貢献支部表彰、特
　　　別感謝状、並びに栄誉賞等に係る事務
　　　作業を行う
　２）支部及び地方会の記念学会等における
　　　会長賞の選考と表彰準備、その他、春
　　　秋叙勲・褒章等への対応を行う　
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財務状況の推移
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平成30年度　会費納入状況

＊ JCB カード申し込み 30 年４月までにカードが届いた会員は 30 年度会費振替済みそれ以外 
 で未納の方は至急協会宛納入してください。     
＊ JCB カード申し込みをされていない方は至急お申し込みください。    
＊ 納入対象者数は正会員＋退会者です。　会友・休会は含みません 。

支部名 正会員 退会者 納入対象者 納入者 未納者
北海道
青　森
岩手・秋田
宮　城
山　形
福　島
茨　城
栃　木
群　馬
埼　玉
千　葉
東　京
神奈川
山　梨
新　潟
長　野
富　山
石　川
福　井
静　岡
岐　阜
愛　知
三　重
京都・滋賀
大　阪
兵　庫
奈　良
和歌山
鳥　取
島　根
岡　山
広　島
山　口
徳　島
香　川
愛　媛
福　岡
長崎・佐賀
熊　本
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄

　 合　　計

平成31年02月28日 現在
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マッサージ師、柔道整復師養成校の就職状況調査報告

１．マッサージ師、柔道整復師養成校の平成 27 年から 29 年までの 3 年間の卒業生を対象とし
　　た。回収率はマッサージ師養成校（盲学校等 61,4％・その他養成校 40%）、柔道整復師養
　　成校（厚生労働省認可校 37,1％・文部科学省認可校 6,3％）。
２．リハビリ分野への就職は、マッサージ師が病院 46 名・診療所 83 名・介護保険施設 93 名、
　　柔道整復師が病院 69 名・診療所 198 名・介護保険施設 158 名、施術所分野についてはマッ
　　サージ師が開業（訪問主体 43 名、それ以外 67 名）、勤務（訪問主体 323 名それ以外 743 名）、
　　柔道整復師は施術所開業 184 名、施術所勤務 2587 名。

１）マッサージ師養成校
　　（盲学校・特別支援校・視覚障害養成校） 

２）マッサージ養成校
　　（厚生労働省養成校）

３）柔道整復師
　　（文部科学省養成校）  

４）柔道整復師
　　（厚生労働省養成校）
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支部・地方会からの提言・要望（要旨）

支部、地方会からの提言・要望（要旨）

１）会費未納による会員資格喪失に係る提言（中部地方会）

　⑴該当時の手続きについて、規程を明記すること

　⑵会員資格を喪失した者に対する処置を規定に明記すること

　　①未納会費の請求は、協会事務局が定期的に行う

　　②該当者は、未納期間の当初年度の初日より協会に対する権益を喪失すること

　　③再入会には、未納会費の倍額の納入を必要とすること

　理由：規定が明確でなく、平成 28 年度未納者が現在も在籍していること

　　　：長期未納者へ理療や広報が発送され、経費削減の観点から定款準拠すべき

２）会費納入口座の増設について（中部地方会）

　⑴会費納入率向上の為、ゆうちょ銀行以外の一般金融機関に会費納入口座を開設

　理由：会員より、他の金融機関からゆうちょ銀行への入金がやりにくいとの意見が出ている
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１．平成 31 年度の会費につきましては、以下の要領で納入をお願い致します。

　　１）納入対象者　　　　平成 31 年 4 月 1 日現在の会員

　　２）会費納入期限　　　平成 31 年 4 月 30 日 

　　３）納入金額　　　　　協会費　22,000 円　　連盟会費　1,000 円

　　４）納入方法

　　　● JCB ビジネスカード納入（カード納入が原則）

　　　　振替日　　　　　2019 年 5 月 10 日　

　　　＊協会会費は JCB ビジネスカードで納入することが基本です。

　　　　JCB カード未加入の方は至急協会本部へ加入申請を行ってください必要書類をお送り

　　　　いたします。

　　　● 「ゆうちょ銀行」から「ゆうちょ銀行」への振込口座

　　　　〔口座記号・番号〕　００１１０- ５- ３７４７

　　　　〔口座名義〕　公益社団法人全国病院理学療法協会

　　　　　　支部名・氏名を必ず記入してください。

　　　　　　例：平成 31 年度会費 東京支部 理療 太郎

　　　●他の銀行 (ATM) などから「ゆうちょ銀行」への振込口座

　　　　〔銀行名〕　ゆうちょ銀行

　　　　〔店　名〕　〇一九　　（ゼロイチキュウ）

　　　　〔預金種目〕　当座預金

　　　　〔口座番号〕　０００３７４７

　　　　〔口座名義人〕　公益社団法人全国病院理学療法協会　平野

　　　　　　支部名・氏名を必ず記入してください。

　　　　　　例：平成 31 年度会費 東京支部 理療 太郎

　　　※　請求書・領収書が必要な方は、協会本部にお申し出ください。

　　　※　平成 31 年度 (2019 年 ) より協会費は　22,000 円になります。

　　　※　連盟会費　1,000 円と合わせ　合計で２３, ０００円の納入となります。

　　　※　振り込み手数料はご負担願います。

平成 31 年度　会費納入のご案内
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平成30年度　第３回　理事会議事録（抄）

日　時　平成31年3月3日（日）10:30～14:30
場　所　協会事務所
出席者
理　事　平野五十男（会長）
　　　　青柳　利之（副会長・事務局長・保険局長）
　　　　小川　嗣人（副会長・学術局長・理療出版部長）
　　　　丹羽つとむ（組織局長）
　　　　小路口　憲（広報局長）
　　　　三浦　政則（財務局長）
　　　　三宅健一郎（学術局次長・理療出版副部長）
　　　　津田　敏彦（学術局次長・教育研究部長）
　　　　可知　謙三（組織局次長）
　　　　野山　隆司（財務局次長）
　　　　多田　浩幸（特殊出版部長）
監　事　大塚　正廣・中川　保・大内田 義己
相談役　栁澤　貞男
公益法人推進部長　　杉浦　幹雄
欠席者　倉石　健二（相談役）

　開会に先立ち青柳事務局長より、出席者数
及び理事会成立の確認（定款 34 条定足数）が報
告され、 併せて報告事項は青柳事務局長が司会
進行を、議案は平野会長が議長を務めること、
並びに書記・録音は小路口広報局長が担当す
ることが告げられ、理事会では、事業及び各
部局の報告並びに議案の審議が行われた。

１．報告事項
報告１）役員渉外行動報告など
　平　野　１月 21 日（月）第 2 回内閣府の公
　　　益認定等委員会調査官の立ち入り検査
　　　が行われ、会長、副会長、財務局長、
　　　公益法人推進部長、葵税理士で対応し
　　　た。今回の検査では、会費未納者の協
　　　会の対応について指摘された。今後の
　　　対応については、第3号議案に示す。（会
　　　計損失処理に係る決議案 P17 参照）
　　　その他、役員渉外行動記録については、
　　　行動報告書にて報告する。（諸会議及
　　　び役員渉外行動報告書 P17 参照）
報告２）内閣府の立ち入り検査
　杉　浦　２回目の公益認定等委員会の立ち

　　　入り検査では、主に平成 29 年度の協
　　　会事業業務について多岐にわたって検
　　　査を受けた。特に、長期未回収の会費
　　　を財務諸表に法人財産として計上する
　　　ことは望ましくないと指摘を受けた。
　　　長期未回収会費については、今後一定
　　　の期間で整理する。
　　　（会計損失処理に係る決議 P17 参照）
　　　その他、以下の指摘があり報告する。
　　　　⑴交際費に類する支出は止める。
　　　　⑵技能講習会の（地方会・支部への）
　　　　　委託、会計管理を明文化する。
　　　　⑶通帳・公印の保管管理の徹底
　　　　⑷定款変更の届け出は適切に行う。

報告３）第26回技能認定試験の合否判定結果
　小　川　受験者数 50 名、合格者数 48 名
　　　合格率 96％であった。

報告４）エビデンス集積に係る提案と会員の意見
　青　柳　平成 31 年 2 月 16 日現在のエビデ
　　　ンスデータ提出数は 30 件にとどまっ
　　　ている。今後、更なるエビデンス集積
　　　のため、各地方会・支部に対し各々の
　　　会員数を基にデータ提出件数を割り振
　　　りたい。北海道・東北 50 件、北陸・
　　　中部 50 件、四国・九州 50 件、関東
　　　甲信越 100 件でお願いしたい。前回ま
　　　での集積の結果では技能認定登録者が
　　　機能訓練を行うと全国調査のデータよ
　　　り高い数値が示されたが、データの件
　　　数が少数であり、今回さらに多くの調
　　　査件数の集約が必要となる。
　　　会員からは、外来患者など自立度の高
　　　いケースが多い、多忙で評価していな
　　　い、データの具体的な収集方法が分か
　　　らないなど、データ集積に対して消極
　　　的な意見が散見されているが、7 月ま
　　　でに結果を出したい。
報告５）督促状発送後の会費未納者
　三　浦　督促状発送後より、各支部、地方
　　　会と連絡を取り会費長期未納者対策を



－ 17 －

　　　行って来た。平成 25 年以降の長期未
　　　納者は、3 月 3 日現在で 122 名となっ
　　　ている。

報告６）会員数等の報告
　丹　羽　３月１日現在の会員総数は 1,563
　　　名、その内訳は正会員 1,541 名、会友
　　　会員 9 名、休会員 9 名、相談役 2 名、
　　　名誉会員 2 名である。

報告７）協会ホームページの進捗状況
　野　山　協会ホームページの充実かつ効率
　　　性を図る目的で、新たなホームページ
　　　の作成を委託業者のウェンドレス大阪
　　　と行った。新しいホームページの運用
　　　開始は 4 月 1 日を予定している。今後
　　　は各更新項目を各担当理事の管理下の
　　　もと、効率的な運用を行いホームペー
　　　ジの充実を目指す。

報告８）広報編集と発行状況
　小路口　会員への効率的な情報発信と協会
　　　事業、組織の周知を行う目的で、広報
　　　の編集並びに年 3 回の発行を限られ
　　　たページ数の中で行った。詳細につい
　　　ては、平成 30 年度事業報告にて確認
　　　ください。（広報局 P5 参照）

報告９）理療編集と発行状況
　小　川　今年度は理療関係者の協力によ
　　　り、予定どおり発行することができた。
　　　詳細については、平成 30 年度事業報
　　　告にて確認ください。
　　　（理療出版部 P4 参照）

報告 10）特殊出版部
　多　田　広報デイジー版の録音時間は 232
　　　号が 3 時間 10 分、233 号が 1 時間 51
　　　分であった。
　　　その他、特殊出版部の詳細については、
　　　平成 30 年度事業報告にて確認くださ
　　　い。（特殊出版部 P5 参照）
報告 11）第68回日本理学療法学会の進捗状況
　多　田　長崎学会の演題数は、全国の会員

　　　からの協力により 26 題の演題となる。
　　　抄録集の発送は 4 月初旬を予定してい
　　　る。

報告 12）第 42 回理学療法指導者講習会の進
　　　　捗状況
　津　田　10 月 20 日（日）石川県金沢市で開
　　　催する予定。詳細については、新年度
　　　の事業計画第 42 回理学療法指導者講
　　　習会の開催案内にて確認ください。
　　　（学術局教育部 P8 参照）

２．議　題
議題１）平成 31 年度基本姿勢及び事業計画
　　　　（案）（P7 参照）
　平　野　平成 31 年度基本姿勢については、
　　　前回の理事会で承認を受けている。事
　　　業計画案について審議願いたい。新年
　　　度の事業計画（案）は提案どおりに全会
　　　一致で承認される。

議題２）平成 31 年度　予算書（案）
　平　野　新年度より会費が値上げされる。
　　　2,000 円の値上げ分について財務局長
　　　に説明を求める。
　三　浦　新年度の予算編成では、値上げし
　　　た会費 2,000 円を地方と本部に均等に
　　　分けそれぞれに計上している。新年度
　　　の予算書（案）は全会一致で承認され
　　　る。

議題３）会費長期未納者の会員資格喪失及び
　　　　会計損失処理に係る決議案
　三　浦　本年 1 月 21 日の内閣府公益認定
　　　等委員会の立ち入り検査で、長期未収
　　　会費を財務諸表に法人財産として計上
　　　することは望ましくないと指摘を受
　　　け、会費長期未納者について、定款
　　　第３章法人の構成員の規定、第 10 条
　　　会員資格の喪失の項に準拠し実施する
　　　ことを提案する。
　杉　浦　除籍処理の内容としては、平成 28
　　　年度以前の長期会費未納者 54 名を対
　　　象に、平成 30 年度末日をもって、会
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　　　員資格喪失とし除籍する。平成 30 年
　　　度期末決算において対象者の長期未収
　　　会費の損失処理を行う。
　平　野　会員資格喪失及び会計損失処理に
　　　ついて、今後の具体的な進め方はどの
　　　ようになるのか。
　杉　浦　除籍の対象となった会員について
　　　は、担当支部、地方会へ 4 月 1 日まで
　　　に周知することが必要だ。
　　　次に、平成 29 年、30 年度の会費未納
　　　者を 4 月 1 日から会員資格停止処分に
　　　することも、担当支部、地方会への周
　　　知が必要になる。
　　　今後、会員の会費納入状況、会員資格
　　　の有無などについて支部、地方会の担
　　　当者が確認ができるようにすることが
　　　必要だ。
　小路口　組織管理クラウド上に会員の会費
　　　納入状況、会員資格状況を確認できる
　　　ページを作り、地方組織へ情報発信す
　　　る。
　丹　羽　会員資格の除籍、除名、資格停止に
　　　ついては代議員会での審議が必要か。
　杉　浦　除名に値する案件は代議員会での
　　　承認が必要になるが、長期会費未納者
　　　については定款の規定に準拠して会員
　　　資格喪失となり、自動的に会員の身分
　　　は除籍扱いとなる。
　平　野　会員資格喪失とは、会員のどのよ
　　　うな資格が喪失するのか。
　杉　浦　会員で無くなること。ただし未払
　　　い分の会費納入義務並びに請求権は残
　　　る。
　可　知　会員資格喪失条項が平成 24 年度
　　　に提起され、その後の会費未納者に対
　　　しては除籍扱いをせず、一般退会者扱
　　　いをしていた経緯がありますので、過
　　　去の未納者について点検を行い、改め
　　　て除籍処分の扱いとし、平等性を担保
　　　する上で実施すべき。
　丹　羽　２年間会費未納者に対しての会費
　　　請求はどのような扱いになるか。
　三　浦　会費請求を行い、過年度会費とし
　　　て処理します。

　杉　浦　除籍後の会費請求権については行
　　　使し、支払いが行われた時点で雑収入
　　　として財務処理します。除籍後の請求
　　　権行使期間は今後検討する。
　平　野　決議案の承認を求める。全会一致
　　　で承認される。

議題４）年度末決算における短期借入金処理
　　　　への対応
　野　山　熊本県支部の会計処理の中で、６
　　　万数千円の額を個人より支部借入金と
　　　いう不適切な財務処理が永年繰り返し
　　　行われている。この件についてどのよ
　　　うに処理すべきか。
　青　柳　九州地方会執行委員長、熊本県支
　　　部長から会計担当者への指導はどのよ
　　　うになっているのか。
　多　田　過去に熊本県支部でリハビリテー
　　　ション研究会へ参加した会費を支部よ
　　　り支出していた。その金額を赤字分と
　　　して個人からの支部借入金として処理
　　　し、その状況が続いている。
　杉　浦　前任者からのことですので、現在
　　　の会計担当者個人の責任を問うことは
　　　出来ない。協会本部で償却処理するし
　　　かない。
　可　知　前任者から引き継いでいることな
　　　ので、現在の会計担当者だけに責任を
　　　負わせるべきではない。地方会、支部
　　　の責任者に誓約書を出させるべきだ。
　平　野　結論としては、今までの累積赤字
　　　については、今年度の会計で決算処理
　　　する。今後の指導については、会長と
　　　九州地方会執行委員長で対応します。
　　　（全会一致にて承認）

議題５）第 69 回日本理学療法学会　学会長・
　　　　準備委員長の承認
　　　　　　学　会　長　　加藤　尚浩　氏
　　　　　　準備委員長　　近藤　隆信　氏
　　　（全会一致にて承認）

議題６）第 70 回日本理学療法学会 開催地の
　　　　決定
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　　　　　北海道地方会
　　　　　（全会一致にて承認）

議題７）表彰に関する承認
　　　　　⑴栄　誉　賞　三宅健一郎　氏
　　　　　　　  （平成 30 年春の藍綬褒章）
　　　　　⑵学会長・準備委員長表彰
　　　　　　第 67 回日本理学療法学会
　　　　　　学　会　長　三浦　政則　氏
　　　　　　準備委員長　山下　勇司　氏
　　　　　⑶組織拡大貢献支部表彰　選考中
　　　　　⑷学術奨励賞　　　　　　選考中
　　　　　⑸特別感謝状
　　　　　（全会一致にて承認）

議題８）公益目的事業資金（定期預金）の取
　　　　り崩しの承認
　平　野　地方交付金等、年度当初の協会運
　　　営資金確保のため、東日本銀行の定期
　　　預金 1,400 万円を解約する。ＪＣＢか
　　　ら会費が入金される 5 月 10 日以降に
　　　同額を定期預金に戻す。
　　　（全会一致にて承認）

議題９）役員改選管理委員の選任
　平　野　定款細則 14 条の役員会戦管理委
　　　員選任について、北海道・東北・関東
　　　から 1 名、中部・北陸・近畿から１名、
　　　中国・四国・九州から 1 名の計 3 名を
　　　各地方会で選出し3月中旬迄に届ける。
　　　（全会一致にて承認）

議題10）第 60 回　定時代議員総会の日時、及
　　　　び場所、並びに議事に付すべき事項
　　　　の決定
　　　　日時　2019年5月24日（金）11：00～16：00
　　　　場所　諫早観光ホテル　道具屋
　　　　内容　第３回理事会にて付議された
　　　　　　　議案
　　　　（全会一致にて承認）

議題11）その他・要望・意見
　　⑴会費未納による会員資格喪失に係る提
　　　言（中部地方会）

　　（詳細については支部、地方会からの提
　　言・要望 P14 参照）
　平　野　会費未納者の取り扱いについて
　　　は、議題３会費長期未納者の会員資格
　　　喪失及び会計損失処理に係る決議の通
　　　りである。今後は定款の規定に従う。
　可　知　除籍になった者に対してのペナル
　　　ティを設け、何らかの規定を検討すべ
　　　きである。
　平　野　今後検討する
　　⑵会費納入口座の増設（中部地方会）
　　　（詳細については支部、地方会からの
　　　提言・要望 P14 参照）
　可　知　一般金融機関口座を開設し会費納
　　　入口座をゆうちょ銀行と二行にしてい
　　　ただきたい。
　小路口　中部会の要望の件は、ゆうちょ銀
　　　行への会費納入にかかる口座情報を以
　　　前から広報に開示しているが、その口
　　　座情報が不足していたため、他の金融
　　　機関からのゆうちょ銀行への入金がで
　　　きづらい状況があったものと思われ
　　　る。他の金融機関から郵貯銀行への入
　　　金には〔預金種目〕当座預金の指定が
　　　必要となる。今回の広報に会費納入案
　　　内の修正版を掲載する。他銀行からの
　　　納入も可能になるのでご確認願います。
　　　（会費納入のご案内 P15 参照）
　可　知　一般の金融機関から本部のゆうちょ
　　　銀行へ会費納入がやりづらいとの意見
　　　が有った。
　平　野　ゆうちょ銀行の方が財務処理しや
　　　すい。協会としては、JCB カードから
　　　の納入を推奨している。
　平　野　「平成 30 年度事業報告」「平成 30
　　　年度 決算報告」については、例年通り
　　　４月 29 日の「平成 30 年度監査」の終
　　　了後、書面評決とする。
　
　　　理事会では、多くの質問や意見が出さ
　　　れましたが、広報紙面の都合により、
　　　審議の過程を妨げない範囲で割愛させ
　　　ていただきました。

以　上
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諸会議及び役員渉外行動報告
月 日 用　務　地 用　務　内　容
11/10 協会事務所 第26回　認定試験に係る事務処理（平野・小川・栁澤）

14 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・三浦・杉浦）
17 協会事務所 広報編集委員会（平野・小川・青柳・小路口）
18 ニュー大崎　会議室 ニュー大崎管理組合　定期総会（平野）
18 協会事務所 平成30年度　第2回理事会（理事会構成員17名出席）
21 呉竹学園（四谷） 施術管理者研修レクチャー（平野）
24 名古屋市 第56回　中部理学療法学会　懇親会（平野）
25 名古屋市 第56回　中部理学療法学会（平野）
26 全鍼師会館　会議室 平成30年度　第6回あはき等法推進協議会（平野）

12/2 新大阪ワシントンホテル 三宅健一郎氏　藍綬褒章受章祝賀会（平野）
6 協会事務所 協会ホームページに係る協議（平野・佐藤・松島）
8 全鍼師会館　会議室 第3回　マッサージ等将来研究会普及啓発部会（平野）

11 ツナビル ニュー大崎管理組合理事会（平野）
12 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・三浦・杉浦）
16 協会事務所 技能講習会修了証作成作業（平野・小川）

1 /6 協会事務所 協会ホームページに係る協議（平野・青柳・杉浦）
8 SNS株式会社（淡路町） 協会旗・日章旗　発注・地方学会用（平野）

11 パレスホテル東京 四病院団体協議会　賀詞交歓会（平野）
13 伊勢原シティープラザ 技能講習会　修講式（平野・三浦・杉浦）
15 ツナビル ニュー大崎管理組合理事会（平野）
20 協会事務所 理療「展望」に係る協議（平野・小川・倉石・栁澤・龍澤・可知）
21 協会事務所 内閣府による立入検査（平野・小川・三浦・杉浦）
23 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・三浦・杉浦）
24 全鍼師会館 平成30年度　第5回あはき等法推進協議会（平野）
31 厚労省医政局医事課 叙勲褒章に係る協議（平野・栁澤）

2 /2 和歌山市 第36回　近畿理学療法学会　懇親会（平野）
3 和歌山市 第36回　近畿理学療法学会（平野）
3 協会事務所 平成31年度　予算編成作業（三浦・杉浦）
7 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・三浦・杉浦）
8 日本盲人会館 マッサージ診療報酬適正化推進連絡会（平野）

9・10 長崎県　諫早市 第68回　学会会場視察と打合せ　ホテル道具屋（平野）
10 協会事務所 平成31年度　予算編成作業（三浦・野山・杉浦）
14 協会事務所 葵税理士法人財務処理（平野・三浦・杉浦）
16 協会事務所 第26回　技能認定試験合否判定会議（平野・小川・青柳・栁澤）
23 協会事務所 多年度会費未納者の確認作業（三浦・杉浦）

3 /1 全鍼師会館 平成30年度　第6回あはき等法推進協議会（平野）
2 協会事務所 三役会・広報編集会議（平野・小川・青柳・小路口）
3 協会事務所 平成30年度　第3回理事会
6 協会事務所 ＪＣＢ担当者との年会費請求作業（平野・青柳・三浦）
7 パレスホテル東京 柔道整復術公認100周年記念祝賀会
9 全鍼師会館　会議室 第4回　マッサージ等将来研究会普及啓発部会（平野）

10 協会事務所 会費納入状況調査（平野・三浦・杉浦）
12 ツナビル ニュー大崎管理組合理事会（平野）
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本部発信文書一覧

月日 文書番号 宛　　先 文　書　名
11/7 56 支部長（該当支部） 東洋療法研修試験財団　理事長表彰状の送付

7 57 東洋療法研修試験財団 財団共催　生涯研修会開催申請書について
11 事務連絡 青森県支部長 青森県支部への入会者について
11 事務連絡 東武宇都宮百貨店 お歳暮の発注について
12 58 広島大学病院 理学療法指導者講習会に係るお礼状
20 事務連絡 東洋療法研修試験財団 財団共催　生涯研修会開催申請書の再送について
20 事務連絡 株式会社ウィンドレス 協会ホームページ業務委託に係る申込書の送付
20 事務連絡 速水近畿学会長 第36回　近畿理学療法学会への出席について
22 事務連絡 丹羽つとむ　理事 理療185号と入会申込書の送付について

23 事務連絡 鍼灸柔整新聞　柳川記者 マッサージ・柔道整復師養成校への就職状況調査の結
果について

26 59 理事会構成員　各位 技能認定登録者への治療効果集積について（お願い）
12/7 事務連絡 支部長　各位 技能講習会課題レポートの送付先について

7 事務連絡 技能講習会　関係各位 運動療法機能訓練技能認定登録者の業務における効
果検証の調査について（ご依頼）

7 60 技能講習会　関係各位 第26回　認定試験に関する文書の送付について
15 61 執行委員長・支部長　各位 平成30年度　第3四半期決算ファイルの送付について
16 62 地方会執行委員長　各位 平成31年度　予算書の作成について

19 事務連絡 関東甲信越地方会
技能講習会事務局 技能講習会修了証の送付について

19 63 支部長　各位 第41回　理学療法指導者講習会DVDの送付について
20 64 支部長　各位 会費未納者への督促のお願い

1/7 65 支部長　各位 技能認定登録制度に係る登録の更新について
10 事務連絡 理事　各位 エビデンス集積について（ご報告とお願い）
23 事務連絡 近畿地方会事務局 協会旗・日章旗の送付について
31 66 厚生労働省　医政局長 2019年秋の叙勲候補者の推薦について（回答）

2/1 67 理事会構成員　各位 平成30年度　第3回理事会の開催について
20 68 理事会構成員　各位 平成30年度　第3回理事会討議資料の送付について

20 69 該当支部長　各位 第26回　認定試験合格証送付並びに技能認定登録に
ついて

20 事務連絡 技能講習会開催責任者開
催地方会執行委員長 第26回　認定試験　合否判定結果

22 70 地方会執行委員長 「栄誉賞」「特別感謝状」受賞該当者の報告について
28 71 執行委員長・支部長　各位 第4四半期決算ファイルの送付について

 3/5 72 理事・支部長各位 平成31年度　学会・講習会実施予定表の提出について

5 73 支部長　各位 平成30年度　技能認定登録制度に係る単位取得講習
会等開催報告書の提出について

12 74 リウマチ財団　理事長 後援名義の使用の許可について
12 75 監事・関係役員 平成30年度　監査のお願い
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平成 31 年度（2019年）
協会主要会議及び地方学会等の年度計画表

年　月 理　事　会 監　査　会 広報・理療発行 学会・記念式典等

31年
４月

年度末監査
29日（月祝）

2019年
5月 理療189号発行

第60回 定時代議員総会　24日（金）
第68回 日本理学療法学会
　　諫早市 25日（土）・26日（日）

６月

７月 第1回理事会
7日（日） 広報235号発行

運動療法機能訓練技能講習会　開講式　
　　関東甲信越地方会　日（未定）
　　近畿地方会　　　　日（未定）

８月 理療190号発行

９月 第59回 東北理学療法研修学会
　　盛岡市　　14日（土）・15日（日）

10月 第42回 理学療法指導者講習会
　　金沢市　　20日（日）

11月 第2回理事会
10日（日） 理療191号発行 第46回 中国・四国理学療法学会

　　広島市　2日（土） 3日（日）

12月 広報236号発行

１月
運動療法機能訓練技能講習会　修講式　
　　関東甲信越地方会　日（未定）
　　近畿地方会　　　　日（未定）

２月 理療192号発行 第27回 認定試験　　9日（日）

３月 第3回理事会
1日（日） 広報237号発行

４月 年度末監査
29日（祝）

　
※　平成31年度 運動療法機能訓練技能講習会は、神奈川県・近畿会で開催予定
※　葵税理士法人との財務処理を適宜開催する予定
※　あはき等法推進協議会・東洋療法研修試験財団関連の会議は不定期に開催



発行人　公益社団法人　全国病院理学療法協会
〒141－0032　東 京 都 品 川 区 大 崎３－６－２１

ニュー大崎　３１８号
ＴＥＬ　 ０３（３４９４）１９４８
ＦＡＸ　 ０３（３４９４）１９５０

ホームページアドレス　　http://nhpta.net

発行責任者　平　野　五十男
　
編集責任者　小路口　　　憲


